
横浜市
地球温暖化対策
実行計画

概要版

Zero Carbon 
Yokohama
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地球温暖化に関する国内外の動向や、「横浜市脱炭素社会の形成の推進に関する条例（以下「脱炭素条例」とい
う。）」制定等を踏まえ、新たな2030年度温室効果ガス排出削減目標の達成や2050年の脱炭素化の実現に向け
た取組等を一層推進するため、本計画を改定しました。
※計画策定：2011（平成23）年　前回改定：2018（平成30）年

計画改定の趣旨

第1章 背景・目的

2022（令和4）年度から2030（令和12）年度まで

計画期間

計画改定のポイント

市域の温室効果ガス排出量等の推移

ポ 1
イント

脱炭素社会の実現に向
けた「2050年の横浜の
将来像」を再定義

第２章に記載

Zero Carbon Yokohama
～2050年までに温室効果ガス排
出実質ゼロを達成し、持続可能な
大都市を実現する～

ポ 2
イント

新たな2030年度温室
効果ガス排出削減目標
を設定
第3章に記載

ポ 3
イント

目標達成に向けた「基本
方針」及び「重点取組」を
設定
第4章に記載

2030年度温室効果ガス排出削減
目標50%削減（2013年度比）

2030年度をターゲットとし、今後
進めていく対策を幅広い分野で取
りまとめた７つの「基本方針」を定め
るとともに、全体をけん引するリー
ディングプロジェクトとして５つの
「重点取組」を設定

（1）2020（令和２）年度の市域からの
温室効果ガス総排出量（速報値）
は、2 4％減の1 , 6 4 8万トン
-CO2、エネルギー消費量は20％
減の204PJ※１（2013年度比）

（2）主な減少の要因は、省エネの取
組によるエネルギー消費量の
減少や、電力の低炭素化（全国
の再生可能エネルギーの導入
拡大等）に伴う電力由来のCO2
排出量の減少（＝電力排出係数
の減※２）、新型コロナウイルス感
染症の影響等

※１ PJ（ペタジュール）：J（ジュール）はエネルギーの単位であり、ペタは千兆倍を表す
※２ 電力排出係数の減：【実績】2013年度0.531 kg-CO2/kWh→2020年度0.447kg-CO2/kWh

　（東京電力エナジーパートナー（株）のCO2排出係数）
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地球温暖化対策としては、温室効果ガスの排出を削減する「緩和策」に加え、風水害等の自然災害や
熱中症等の健康への影響に対する「適応策」も重要です。横浜市ではグリーンインフラ等を活用した取組を
積極的に進めています。

コラム
「緩和策」と「適応策」
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目標達成に挑戦していくため、市民や事業者の皆様と共有する、脱炭素社会の実現に向けた「2050年の横浜
の将来像」を再定義しました。これまで掲げてきた「目指す姿」、「横浜の将来像」を踏襲しながら、脱炭素条例の
趣旨も踏まえ、全体を「2050年の横浜の将来像」に一体化します。

脱炭素社会の実現に向けた「2050年の横浜の将来像」

第2章 基本的考え方

第3章 温室効果ガス削減目標

2030年度目標の達成に向けて、市域内での再生可能エネルギーの地産地消を推進するため、再生可能エネル
ギー設備導入量を次のとおり設定します。

再生可能エネルギー導入目標

温室効果ガス排出削減目標

2050年の横浜の将来像

目指すまちの姿

～2050年までに温室効果ガス排出ゼロを達成し、持続可能な大都市を実現する～

● 脱炭素が暮らしや地域に浸透しているまち
● 脱炭素を原動力として市内経済が循環し、持続可能な発展を続けるまち
● 脱炭素と、気候変動の影響に対応しているまち

目標年度
（目標年） 

基準年度
【温室効果ガス排出量】

温室効果ガス排出削減目標
【温室効果ガス排出目標量】

2030年度

2050年

2013年度

実績（2020年度） 2030年度

万トン-CO22,159

万kW29 万kW69

%50
温室効果ガス排出実質ゼロ

1,079万トン-CO2

Zero Carbon Yokohama
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区役所

太陽光発電

スマート農業

グリーンインフラ

地域特性に応じた
まちづくり

洪水・浸水対策

多様な
移動サービス

公共交通・
自転車の利用促進

火力発電所・製油所 等
（水素等カーボンフリー

燃料の利活用）

産業・経済

次世代自動車

EV充電器

PPAを活用した
太陽光発電設置

水素の利活用

再エネ（バイオマス）

エネルギー

廃棄物・
衛生インフラ

適応策

2030年度をターゲットとし、今後進めていく対策を幅広い分野で取りまとめた７つの「基本方針」を定めるとと
もに、全体をけん引するリーディングプロジェクトとして５つの「重点取組」を設定

基本方針と重点取組

第4章 対 策

・ 目標達成に向けて、住宅・
建築物や産業・経済、
交通・インフラ等幅広い
分野で取組を推進

2 0 3 0年度の取組イメージ

（１）基本方針
2030年度をターゲット
とし、脱炭素や気候変
動への適応など、幅広
い分野の対策をとりま
とめた方針

（２）重点取組
基本方針に紐づく対
策の中で、特に、2030
年度50％削減に向け
て、市内経済の循環・
持続可能な発展や市
民・事業者の行動変容
に資する取組を選び、
再構築したもの

基本方針と重点取組の関係

重点取組1
横浜臨海部
脱炭素イノ
ベーション
の創出

基本方針1
環境と経済の好循環の
創出

基本方針2
脱炭素化と一体となった
まちづくりの推進

基本方針3
徹底した省エネの推進・
再エネの普及・拡大

基本方針4
市民・事業者の行動変容
の促進

基本方針5
世界共通の課題である
脱炭素化への貢献

基本方針6
市役所の率先行動

基本方針7
気候変動の影響への
適応

重点取組2
脱炭素経営
支援の充実

重点取組3
脱炭素に対
応したまち
づくり

重点取組4
脱炭素ライ
フスタイル
の浸透

重点取組5
市役所の率
先行動

より密接に関連する取組 関連する取組
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脱炭素行動

市役所

省エネ性能の
より高い住宅

バイオマス発電

CO₂

CO₂

ZEB

水素ステーション

メタネーション等
新技術の実証・実装

国際会議の開催

陸上電力供給

水素等カーボンフリー
燃料運搬船

脱炭素先行地域
再エネ切替

まちづくり

住宅・建築物

交通インフラ

国際貢献

基本方針ごとの対策

環境と経済の好循環の創出
１ 産業・

経済
交通・
インフラ

エネルギー 脱炭素
行動

対象分野

脱炭素化と一体となったまちづくりの推進
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適応策
交通・
インフラ

まち
づくり

住宅・
建築物 エネルギー 脱炭素

行動 市役所対象分野

徹底した省エネの推進・再エネの普及・拡大
3 交通・

インフラ
住宅・
建築物

産業・
経済エネルギー まち

づくり
脱炭素
行動 市役所 適応策対象分野

市民・事業者の行動変容の促進
4 脱炭素

行動
廃棄物・
衛生インフラ

交通・
インフラ

産業・
経済 エネルギー 市役所 適応策対象分野

気候変動の影響への適応
7 適応策 廃棄物・

衛生インフラ
交通・
インフラ

住宅・
建築物

まち
づくり エネルギー 脱炭素

行動 市役所対象分野

市役所の率先行動
6 市役所 廃棄物・

衛生インフラ
交通・
インフラ

住宅・
建築物

国際
貢献エネルギー 脱炭素

行動
対象分野

世界共通の課題である脱炭素化への貢献
5 国際

貢献
産業・
経済

脱炭素
行動

対象分野
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臨海部を中心とする本市のポテンシャルを生かし、水素・アンモニア・合成メタン・液体合成燃料等について、立地企業
などの様々な主体と連携し、新たな脱炭素イノベーション創出に向
けた取組を推進するとともに、集積する臨海部産業との連携などに
よる、カーボンニュートラルポートの形成を推進

重点取組❶ 横浜臨海部脱炭素イノベーションの創出

省エネをはじめとする脱炭素化の取組、成長にもつながる循環経済への移行や持続可能な発展に向けた市内中小企
業の脱炭素経営への移行を民間金融機関などと連携し、支援策の充実を推進

重点取組❷ 脱炭素経営支援の充実

脱炭素先行地域「みなとみらい21地
区」において、参画施設とともに2030
年度までに電力消費に伴うCO2排出量
「実質ゼロ」の達成を目指し、大都市に
おける脱炭素化の先進モデルを構築

重点取組❸ 脱炭素に対応したまちづくり

東京ガス株式会社横浜テクノステーション

環境創造局
北部下水道
センター

資源循環局鶴見工場

カーボンニュートラルメタン

再生水
消化ガス 排ガス

末広脱炭素化モデル地区での取組 カーボンニュートラルポート形成イメージ

みなとみらい２１地区

国際園芸博覧会イメージ図
（出典：2027年国際園芸博覧会基本計画案）

①都心部のまちづくり

・国際園芸博覧会における持続可能な都市モデルの創出や、そのレ
ガシーを活かした上瀬谷の
まちづくりの推進
・郊外部を中心に「脱炭素化」
と「地域課題の解決・にぎわ
いづくり」を一体的に推進す
る先進的なモデル事業の展
開により、脱炭素社会を目指
したまちづくりを推進

②郊外部のまちづくり

横浜版脱炭素化
モデル事業イメージ

再生可能
エネルギー
の地産地消

構成事業者
地域・まちづくり
団体・企業など

賑わいづくり
地域活動拠点・
コワーキング・

シェアオフィス運営
活性化イベント開催

脱炭素化
需要家の再エネ切替
太陽光発電・
蓄電池の普及

廃プラ・食ロス削減
地産地消

暮らしの向上
移動・買物支援等

（オンデマンドバス・電動
小型モビリティの活用等）
再エネ活用等による
地域活動拠点の
防災性向上等

地域の
課題解決や
まちづくり

取組の方向性

取組の方向性

取組の方向性

SDGs
ESG

脱炭素経営

相談会

相談体制の充実
融資制度の活用

省エネの徹底・再エネ導入・
設備更新

脱炭素経営の実践

LED省エネ機器 再エネ導入

再エネ調達
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・健康・快適、経済性、防災性等のメリットを市民に分かりやすく伝え、
あらゆる住宅の断熱化・省エネ化の促進及び再エネの導入を推進

・市内の設計・施工者の技術力向上を支援

重点取組❹ 脱炭素ライフスタイルの浸透

①住宅の省エネ性能向上
・他自治体との連携による再エネ導入
を推進
・公共施設への太陽光発電設備の導入
や焼却工場の再エネ（環境価値）の活
用等、市役所が率先して再エネ拡大
を推進

②再エネの導入

・既存の取組から効果的な取組を選択
し強化して実施
・これまでの取組の分析を踏まえなが
ら、効果的なキャンペーンなどの実施
に向け検討・実践

④脱炭素ライフスタイル
キャンペーンなどの展開

脱炭素ライフスタイルの実践と、環境と経済の好循環・企業活動の持
続的な成長を目指すサーキュラーエコノミー構築を連携させた取組
を、公民連携により推進

③脱炭素ライフスタイル実践・サーキュラーエコノミー構築の
連携した取組

横浜市地球温暖化対策実行
計画（市役所編）の削減目標
の達成に向けて、公共建築物
の新築・改修等における取
組、再エネの導入拡大、公
用車における温室効果ガス
削減対策、運用対策の徹底等
の率先した取組を推進

重点取組❺ 市役所の率先行動

高い環境性能を有する市庁舎 次世代自動車

再エネポテンシャル
地図出典：平成27年度環境白書

小 大

〈協定を締結した市町村〉
・青森県横浜町
・岩手県
県北広域振興局対象
自治体（久慈市、
二戸市、葛巻町、
普代村、軽米町、
野田村、九戸村、
洋野町、一戸町）
・秋田県八峰町、
大潟村
・福島県会津若松市、
郡山市
・茨城県神栖市

地域循環共生圏

既存の取組例

取組の方向性

取組の方向性

省
エ
ネ
性
能
の

よ
り
高
い
住
宅 最高レベルの

断熱性能＋気密性能

UP

高効率設備
エネルギーを減らす

創エネ設備
エネルギーを創る

断熱・気密性能を
さらに高め、エネルギー
収支マイナスに

0

Z
E
H

高断熱
エネルギーを
極力必要としない

高効率設備
エネルギーを減らす

創エネ設備
エネルギーを創る

エネルギー収支
概ね0に

0≒
「省エネ性能のより高い住宅」とZEHのイメージ
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一部の野菜・果物を
地産地消

年間CO2削減量

8kg/人

通勤・通学に
バス・電車・自転車を利用
年間CO2削減量

243kg/人

・ 市長をトップとする庁内体制に再構築 ※現体制：副市長をトップとする「温暖化対策区局長等連絡会議」
・ 地球温暖化対策推進協議会や地球温暖化対策事業者協議会等の枠組みを活用するなど、国などの動きも
踏まえ、市民・事業者・大学などの学校・研究機関・市民団体・市等の各主体が相互に協働・連携し、対策を推進

計画の推進体制

・ 市域の温室効果ガス排出量等を毎年度、定量的に把握・公表
・ 脱炭素条例に基づき、本計画の進捗状況を、毎年度、市会や環境創造審議会へ報告・公表
・ 国の動向等を踏まえ、適宜、見直しを実施

計画の進捗管理

第5章 推進体制及び進捗管理

横浜市温暖化対策統括本部調整課　
☎ 045-671-2623　 　045-663-5110　　on-chosei@city.yokohama.jp
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/jikkou/keikaku/plan.html

発行：令和5年1月

お問合せ先

公共交通
の利用

太陽光発電 風力発電

日射
遮へい

電気自動車
通常の電力で充電して

使用
年間CO2削減量
242 kg/人

住宅省エネ・断熱化

断熱材

次世代自動車
EV・FCV・PHV

二重窓

省エネタイプ
エアコン

10年前と比べると
約17 %
省エネ

冷蔵庫
10年前と比べると
約40-47%
省エネ

容器包装プラスチック
を全て分別リサイクル
年間CO2削減量
4kg/人

高効率給湯器

サステナブル
ファッション

リユース・
リサイクル

マイバック

つめ替え
水筒

再エネ電気切替
年間CO₂削減量
1,232kg/人

太陽光パネルの設置
年間CO2削減量
1,275 kg/人

詳しい情報は、「環境省ゼロカーボンアクション　ウェブサイト」、「資源エネルギー庁　省エネポータルサイト」をご覧ください。

電球形LED照明
一般電球に比べ
約 86%
省エネ

地産地消

家庭でできる脱炭素行動

7 発行：令和５年３月※掲載内容は令和５年１⽉時点（横浜市地球温暖化対策実⾏計画改定時）のものです。

00920509
スタンプ

00920509
テキストボックス
（写真　左上から時計回りに、公道充電ステーション、YES協働パートナーの活動、PPA事業で設置した太陽光パネル、学校での環境教育実施のイメージ）




